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1 重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

①建物

②建物以外

（２）引当金の計上基準

退職給付引当金は、職員に対する退職給与の期末要支給額に相当する金額を計上している。

（３）消費税の会計処理

消費税は税込み経理方式によっている。

2 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

3 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

    財務諸表に対する注記

(単位：円）

(単位：円）

0

0

定期預金 5,000,000 0 5,000,000 0

96,939,435

5,000,000

101,939,435

土地 96,939,435

5,000,000

101,939,435

土地 96,939,435 0 96,939,435 0

2,500,000 0

科目 当期末残高

周年行事積立資産
（女性部会）

0

0

0

1,050,000

0

平成19年4月1日以後に取得したものについては、定額法によっている。

建物以外の有形減価償却資産で平成19年4月1日以後に取得したものについては、定率法によっている。

科目 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

基本財産

定期預金

小　計

特定資産

退職給付引当資産 8,099,100 575,100 8,674,200

900,000 100,000 0 1,000,000

7,500,000

小　計 23,939,115 4,285,085 0 28,224,200

修繕積立資産 5,000,000

周年行事積立資産 9,000,000 1,000,000 0 10,000,000

周年行事積立資産
（青年部会）

940,015 109,985 0

0

小　計 101,939,435 0 101,939,435 0

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

合　計 125,878,550 4,285,085 0 130,163,635

財務諸表に対する注記
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4 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

5 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

6 関連当事者との取引の内容

(単位：円）

1,302,000 288,610 1,013,390

什器備品 4,120,584 2,189,192 1,931,392

内容 金額

(単位：円）

小  計 119,428,383 39,969,531 79,458,852

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

機械及び装置 4,808,320

関係内容

事実上の関係

理事

取引の内容

会報誌等の印刷

取引金額

5,078,838（有）カワハラプリント

（株）津田製作所

緑区長津田7-1-38

法人等の名称 住所

(宮田社会保険労務士事務所）

緑区森の台24-16 理事 労務相談講師・顧問 600,000

経常収益への振替額

全法連助成金
公益目的使用による指定解除額

17,879,000

17,879,000合　計

1

車両運搬具 1,757,620 1,757,619 1

合　計 121,186,003 41,727,150 79,458,853

1,229,323 3,578,997

特定資産

退職給付引当資産 8,674,200 0 0 8,674,200

周年行事積立資産 12,050,000 0 12,050,000 0

科目

合　計

周年行事積立資産
（青年部会）

(1,050,000) 0 (1,050,000) 0

周年行事積立資産
（女性部会）

(1,000,000) 0 (1,000,000) 0

修繕積立資産 7,500,000 0 7,500,000 0

小　計 28,224,200 0 19,550,000 8,674,200

130,163,635 0 121,489,435 8,674,200

(単位：円）

建物 108,887,729 35,952,657 72,935,072

構築物 309,750 309,749

建物シャッター

当期末残高減価償却累計額取得価額
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2.引当金の明細

3.労働保険料等徴収・納付状況報告書 14315-955710　労働保険事務組合公益社団法人緑法人会

（1）労働保険料

事業主からの徴収額 政府への納付額

労働保険料

（2）一般拠出金

事業主からの徴収額 政府への納付額

一般拠出金

12,570,27012,570,270

(単位：円）

(単位：円）

退職給付引当金 8,099,100 575,100 8,674,200

附属明細書

1.基本財産及び特定資産の明細については、「財務諸表に対する注記」の２．基本財産及び特定資産の増減及び
その残高に記載しているため省略する

科目 期首残高 当期増減額 期末残高

(単位：円）

9,195 9,195


